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昨年１月、30数年前それぞれ子づれで再婚した両親が津田沼のケア・センタ

ーに入所しその子供のＭさんとＳさんから両親の認知症が進んでいるので後見

契約を結びたいとの相談を受け、３月父にＭさん、母にＳさんを受任者とし 

て任意後見契約を結びました。 

 また、父が 91歳、母が 86歳で２人の介護費用は年金では足りないので離婚

をさせて父名義のマンションを売却し、預貯金を折半して不足分を補いたいと

いう相談もありました。 

所長は認知症とはいえ 30数年一緒に暮らしてきた両親は決して離婚は望んでい

ないだろうし、離婚すると遺族年金がもらえなくなり離婚には賛成できないと

話しました。 

 ９月父は千葉・母は川崎のグループホームに転居しました。 

11月に母の貯金が底をついたのでと両親を離婚させる問題が再燃し、所長とＭ

さん・Ｓさんが話合って離婚は時期早尚と保留しました。 

２月下旬、父が 92歳で帰らぬ人となり、お別れ会に所長はＭさん・Ｓさんと

参列し、習志野の元市議のＢさんが故人にとてもお世話になったこと、地域の

仲間からは両親とも力を合わせて献身的な活動をして住民から頼りにされてい

たこと、母が自費出版したとき夫さんに励まされたと喜んでいたエピソードな

どが話されＭさん・Ｓさん所長にとって初めて聞く話ばかりで「急いで離婚さ

せなくてよかった」と胸をなでおろしました。 

 マンションはＭさんに生前贈与となり、遺族年金は母に、預貯金は相続人で

ある母とＭさんで折半することになり、八方丸く収まることが出来ました。Ｓ

さんは「離婚に反対してもらった事、心配していた介護の費用が賄える 

見通しが立ち感謝しています」と明るい笑顔でお礼に見えました。 

 


